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研究成果の概要（和文）：人口減少過程でのコンパクトシティの実現手法を考察するために、日米独英の事例を現地調
査し、我が国では空き家問題への対応を中心に調査した。
対象国の人口減少都市の特徴や対応策にはそれぞれ特徴があるが、明確な政策目標の設定、都市政策としての実施によ
り、多くの人口減少都市では人口回復傾向が見られ、都市空間の質も高まっている。
日本の多くの都市・地域が人口減少過程となり、空間的な影響である空き家問題が拡大している。行政と民間との協同
で空き家活用に成果を上げている例も見られる。コンパクトシティに向けた都市計画対応も始まったが、地域特性やガ
バナンスの視点が弱く、計画手法の展開や成果は未熟な段階にとどまっている。

研究成果の概要（英文）：The typical cases in Japan, USA, GB and Germany and vacant houses policies and 
action in Japan are researched for considering on planning and design for compact cities in depopulating 
process.
Although each country has the own deferent characteristics on realities, policies and planning, clear 
political goals are set and they are implemented as urban policies. As the result, many population 
reduction cities can recover the population and the quality of spatial condition are enhanced.
Now many cities and areas in Japan have been experiencing population loss. The problems of vacant houses 
as the spatial reflection are expanding. Some cases are successful by collaboration with public and NPO 
sector for reusing vacant houses. Although new urban planning policies for compact city have started, the 
point of view of localities and local governance are not enough. The policies and design methods and real 
results for appropriate urban forms under population reduction now stand on low level.

研究分野： 都市計画

キーワード： 人口減少　空き家　ガバナンス　コミュニティ　コンパクトシティ　アメリカ都市　ドイツ都市　イギ
リス都市
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１．研究開始当初の背景 
今後の我国都市政策の最大の課題の一つ

は、人口減少への対応である。60 年代の人口
増加・大都市集中、2000 年代の大都市部を
除く人口減少地域の拡大を経て、2020 年代
には全ての都道府県で人口減少が予測され
ている。 

 

 

都市化過程で形成された市街地空間の再
構成を、コンパクトシティの考え方で具体化
しようとする政府方針が、2006 年の「まち
づくり三法」で明確となった。しかし、富山
市などごく一部を除き具体的な取り組みは
進んでいない。今求められているのは、コン
パクトな都市形態へ向けて、人口減少に対応
した効果ある計画、デザインと推進方策であ
る。 
地球規模では、途上国の爆発的な都市化が、

グローバリゼーションの進展と相まって、地
球環境問題の深刻化の根本にある。日本に限
らず、先進国では人口減少都市が広がりつつ
ある。国連報告書 Planning Sustainable 
Cities: Global Report on Human 
Settlements  2009 では、21 世紀に挑戦す
べき世界の都市の課題の一つとして、先進国
におけるシュリンキングシティ（縮小都市）
があげられている。 
アメリカでは1960年時点での20大都市の

内、合併しなかった 5 都市を除き 12 都市で
大幅な人口減少を示す。デトロイト市人口は
約 180 万人から約 90 万人となった。自動車
交通に対応した都市空間における人口減少
と空洞化は、都市農業と呼ばれる新たな土地
利用運動を生み出している。イギリスでは、

コア都市と呼ばれる旧工業大都市で、長期的
に大幅な人口減少を経験している。マンチェ
スター市では、1931 年の人口 76.6 万人から
2001 年には 39.3 万人となった。都市再生の
成功などもあり、2009 年人口は 48.4 万人に
回復した。旧東ドイツ地域でも大幅な人口減
少と都市の衰退が進み、都市再生プログラム
が多くの都市で、国策として取り組まれてい
る。コトブス市では 1990 年の約 13 万人の人
口が今日では約 9 万人に減少し、都市空間の
コンパクト化が取り組まれ成果を上げてい
る。 
こうした事例都市は、シュリンキングシテ

ィへの対応をすすめている。そこではコンパ
クトシティの概念・手法が成果を上げている
都市も見られ、都心部人口が回復する再都市
化現象も共通してみられる。都市圏人口の成
長あるいは減少と関連づけて、シュリンキン
グシティへの対応をすすめる必要がある。ま
た、従来の行政主導から、民間、市民セクナ
ー、権利者など多様な主体が参画したガバナ
ンス・いわゆる「新しい公共」概念による取
り組みが不可欠である。我が国の人口減少は
これから急速に現実となる。先進国における
先行事例は我が国にとって、貴重な示唆を与
えると考えられる。 

 
２．研究の目的 
我が国でもめざすべき将来都市像として

位置づけられるようになった「コンパクトシ
ティ」の実現手法や課題を、都市人口減少過
程における計画・空間デザイン手法及び事業
実施体制(地域ガバナンス)の視点から、考察
する。そのため、急速な人口減少過程を経て、
都市再生に成果を上げている米欧のコンパ
クト化事例、具体的にはデトロイト等アメリ
カ産業都市、コトブス等旧東ドイツ諸都市、
マンチェスター等イギリス旧工業都市、及び
我が国の人口減少都市を実地に調査する。比
較調査によって、①都市空間のコンパクト化
デザイン、②計画・実現過程における都市圏
と中心都市の関係、③公共・民間・市民等各
セクターの役割と協働の新しい方向を明ら
かにする。特に、人口減少に伴う都市空間変
化の端的な表れとしての空き家、空き地の管
理と利用活用に焦点を当てて、政策やガバナ
ンスのあり方を調査する。 

 
３．研究の方法 
①先進国、途上国を含めた世界規模での長

期的な都市の人口動向・予測の把握と人口減
少都市の位置づけ、②日本、アメリカ、イギ
リス、ドイツにおける統計資料、既存文献な
どによる、都市と都市圏での人口動向・予測、
縮小都市、コンパクトシティ政策の動向レビ
ューによる典型都市の抽出 ③典型都市の
現地調査。関係者インタビュー、資料収集、
事業実施地区踏査による空間把握 ④我が
国自治体の計画・政策者へのアンケート調査 
⑤以上で得られたさまざまな知見の総合的



な理解と関連づけを元にし
るこれからの都市計画、施策への示唆
する。主な研究方法は、統計解析（人口・就
業・住宅・土地利用など）、既存文献（地図、
計画書、関連文献など）の収集整理レビュー
と解析、現地調査による空間変化の理解と把
握、関係者へのインタビューである。
 
４．研究成果
2011

施した。旧東ドイツ地域の諸都市
市、ライプチッヒ市、ロストック市など
訪問して、行政担当者と住宅会社にインタビ
ュー調査を行った。
研究者と面談して、シュリンキングシティを
巡る状況、研究動向などについて、聴取し意
見交換を行った。
国勢調査の長期データの整備を行った。具体
的には、全市町村の人口、世帯数データを
市町村合併を考慮してエクセル形式で整理
ができた。
県輪島市、珠洲市を現地調査した。
表については、都市住宅
屋、2011.12.11
小時代を迎えたニュータウンの展望」での口
頭発表・議論、日本建築学会
京、2011.08.25
「スマートシュリンクと空間管理」における
口頭発表、都市住宅学会中部支部研究会での
発表（
築学会
可能な都市形態－シュリンキングシティと
コンパクトシティ－」、区画整理士会報に「コ
ンパクトシティ再考」を掲載した。
2012

ギリスにおける人口減少都市の現地調査を
実施した。マ
ーミンガムなどを訪問し、市役所などでイン
タビュー取材した
シティ研究者（バーミンガム大学ミクネンコ
教授、ピーターリー教授など）と面談して、
シュリンキングシティを巡る状況、研究動向
などについて、意見交換を行った。
査は、全国の空き家管理条例の策定と実施に
関して資料収集と自治体アンケートを実施
した。
き地空き家調査と人口予測を行った。
発表については、中心市街
成指標の研究を査読論文として都市計画学
会論文集に掲載し、全国大会で発表した。シ
ュリンキングシティの人口構造面での国際
比較を建築学会大会で発表した。ドイツ、イ
ギリス、日本の調査の報告として、雑誌『地
域開発』（日本地域開発センター）に連載発
表した。可児市等の住宅団地の人口減少過程
での生活行動などをまとめた論文を英文単
行本共著として出版することができた
県可児市の住宅団地の空き地空き家実態調
査を行い、
考察して論文作成を進めた。

な理解と関連づけを元にし
るこれからの都市計画、施策への示唆

。主な研究方法は、統計解析（人口・就
業・住宅・土地利用など）、既存文献（地図、
計画書、関連文献など）の収集整理レビュー
と解析、現地調査による空間変化の理解と把
握、関係者へのインタビューである。

４．研究成果 
2011 年度には、

施した。旧東ドイツ地域の諸都市
市、ライプチッヒ市、ロストック市など
訪問して、行政担当者と住宅会社にインタビ
ュー調査を行った。
研究者と面談して、シュリンキングシティを
巡る状況、研究動向などについて、聴取し意
見交換を行った。
国勢調査の長期データの整備を行った。具体
的には、全市町村の人口、世帯数データを
市町村合併を考慮してエクセル形式で整理
ができた。2 月に静岡県藤枝市、
県輪島市、珠洲市を現地調査した。
表については、都市住宅

2011.12.11）におけるワークショップ「縮
小時代を迎えたニュータウンの展望」での口
頭発表・議論、日本建築学会

2011.08.25）における都市計画部門
「スマートシュリンクと空間管理」における
口頭発表、都市住宅学会中部支部研究会での
発表（2011 年 2 月
築学会 PD 用資料集に「人口減少社会の持続
可能な都市形態－シュリンキングシティと
コンパクトシティ－」、区画整理士会報に「コ
ンパクトシティ再考」を掲載した。
2012 年度には、

ギリスにおける人口減少都市の現地調査を
実施した。マンチェスター、リバプール、バ
ーミンガムなどを訪問し、市役所などでイン
タビュー取材した
シティ研究者（バーミンガム大学ミクネンコ
教授、ピーターリー教授など）と面談して、
シュリンキングシティを巡る状況、研究動向
などについて、意見交換を行った。
査は、全国の空き家管理条例の策定と実施に
関して資料収集と自治体アンケートを実施
した。④岐阜県可児市の住宅団地における空
き地空き家調査と人口予測を行った。
発表については、中心市街
成指標の研究を査読論文として都市計画学
会論文集に掲載し、全国大会で発表した。シ
ュリンキングシティの人口構造面での国際
比較を建築学会大会で発表した。ドイツ、イ
ギリス、日本の調査の報告として、雑誌『地
域開発』（日本地域開発センター）に連載発
表した。可児市等の住宅団地の人口減少過程
での生活行動などをまとめた論文を英文単
行本共著として出版することができた
県可児市の住宅団地の空き地空き家実態調
査を行い、2005 年時点との比較を中心に解析
考察して論文作成を進めた。

な理解と関連づけを元にして
るこれからの都市計画、施策への示唆

。主な研究方法は、統計解析（人口・就
業・住宅・土地利用など）、既存文献（地図、
計画書、関連文献など）の収集整理レビュー
と解析、現地調査による空間変化の理解と把
握、関係者へのインタビューである。

年度には、①9月に海外
施した。旧東ドイツ地域の諸都市
市、ライプチッヒ市、ロストック市など
訪問して、行政担当者と住宅会社にインタビ
ュー調査を行った。②シュリンキングシティ
研究者と面談して、シュリンキングシティを
巡る状況、研究動向などについて、聴取し意
見交換を行った。③国内の動向については、
国勢調査の長期データの整備を行った。具体
的には、全市町村の人口、世帯数データを
市町村合併を考慮してエクセル形式で整理

月に静岡県藤枝市、
県輪島市、珠洲市を現地調査した。
表については、都市住宅学会全国大会

）におけるワークショップ「縮
小時代を迎えたニュータウンの展望」での口
頭発表・議論、日本建築学会 2011

）における都市計画部門
「スマートシュリンクと空間管理」における
口頭発表、都市住宅学会中部支部研究会での

月 21 日）などを行った。建
用資料集に「人口減少社会の持続

可能な都市形態－シュリンキングシティと
コンパクトシティ－」、区画整理士会報に「コ
ンパクトシティ再考」を掲載した。

年度には、①海外調査と
ギリスにおける人口減少都市の現地調査を

ンチェスター、リバプール、バ
ーミンガムなどを訪問し、市役所などでイン
タビュー取材した。②また、シュリンキング
シティ研究者（バーミンガム大学ミクネンコ
教授、ピーターリー教授など）と面談して、
シュリンキングシティを巡る状況、研究動向
などについて、意見交換を行った。
査は、全国の空き家管理条例の策定と実施に
関して資料収集と自治体アンケートを実施

岐阜県可児市の住宅団地における空
き地空き家調査と人口予測を行った。
発表については、中心市街地活性化計画の達
成指標の研究を査読論文として都市計画学
会論文集に掲載し、全国大会で発表した。シ
ュリンキングシティの人口構造面での国際
比較を建築学会大会で発表した。ドイツ、イ
ギリス、日本の調査の報告として、雑誌『地
域開発』（日本地域開発センター）に連載発
表した。可児市等の住宅団地の人口減少過程
での生活行動などをまとめた論文を英文単
行本共著として出版することができた
県可児市の住宅団地の空き地空き家実態調

年時点との比較を中心に解析
考察して論文作成を進めた。

て、我が国におけ
るこれからの都市計画、施策への示唆を考察

。主な研究方法は、統計解析（人口・就
業・住宅・土地利用など）、既存文献（地図、
計画書、関連文献など）の収集整理レビュー
と解析、現地調査による空間変化の理解と把
握、関係者へのインタビューである。 

海外現地調査を実
施した。旧東ドイツ地域の諸都市(コトブス
市、ライプチッヒ市、ロストック市など
訪問して、行政担当者と住宅会社にインタビ

シュリンキングシティ
研究者と面談して、シュリンキングシティを
巡る状況、研究動向などについて、聴取し意

国内の動向については、
国勢調査の長期データの整備を行った。具体
的には、全市町村の人口、世帯数データを
市町村合併を考慮してエクセル形式で整理

月に静岡県藤枝市、3 月に石川
県輪島市、珠洲市を現地調査した。④研究発

学会全国大会(名古
）におけるワークショップ「縮

小時代を迎えたニュータウンの展望」での口
2011 年大会（東

）における都市計画部門
「スマートシュリンクと空間管理」における
口頭発表、都市住宅学会中部支部研究会での

日）などを行った。建
用資料集に「人口減少社会の持続

可能な都市形態－シュリンキングシティと
コンパクトシティ－」、区画整理士会報に「コ
ンパクトシティ再考」を掲載した。 

として 9月に
ギリスにおける人口減少都市の現地調査を

ンチェスター、リバプール、バ
ーミンガムなどを訪問し、市役所などでイン

また、シュリンキング
シティ研究者（バーミンガム大学ミクネンコ
教授、ピーターリー教授など）と面談して、
シュリンキングシティを巡る状況、研究動向
などについて、意見交換を行った。③国内調
査は、全国の空き家管理条例の策定と実施に
関して資料収集と自治体アンケートを実施

岐阜県可児市の住宅団地における空
き地空き家調査と人口予測を行った。⑤研究

地活性化計画の達
成指標の研究を査読論文として都市計画学
会論文集に掲載し、全国大会で発表した。シ
ュリンキングシティの人口構造面での国際
比較を建築学会大会で発表した。ドイツ、イ
ギリス、日本の調査の報告として、雑誌『地
域開発』（日本地域開発センター）に連載発
表した。可児市等の住宅団地の人口減少過程
での生活行動などをまとめた論文を英文単
行本共著として出版することができた。岐阜
県可児市の住宅団地の空き地空き家実態調

年時点との比較を中心に解析
考察して論文作成を進めた。  

、我が国におけ
を考察

。主な研究方法は、統計解析（人口・就
業・住宅・土地利用など）、既存文献（地図、
計画書、関連文献など）の収集整理レビュー
と解析、現地調査による空間変化の理解と把

現地調査を実
コトブス

市、ライプチッヒ市、ロストック市など)を
訪問して、行政担当者と住宅会社にインタビ

シュリンキングシティ
研究者と面談して、シュリンキングシティを
巡る状況、研究動向などについて、聴取し意

国内の動向については、
国勢調査の長期データの整備を行った。具体
的には、全市町村の人口、世帯数データを、
市町村合併を考慮してエクセル形式で整理

月に石川
研究発
名古

）におけるワークショップ「縮
小時代を迎えたニュータウンの展望」での口

年大会（東
）における都市計画部門 PD

「スマートシュリンクと空間管理」における
口頭発表、都市住宅学会中部支部研究会での

日）などを行った。建
用資料集に「人口減少社会の持続

可能な都市形態－シュリンキングシティと
コンパクトシティ－」、区画整理士会報に「コ

にイ
ギリスにおける人口減少都市の現地調査を

ンチェスター、リバプール、バ
ーミンガムなどを訪問し、市役所などでイン

また、シュリンキング
シティ研究者（バーミンガム大学ミクネンコ
教授、ピーターリー教授など）と面談して、
シュリンキングシティを巡る状況、研究動向

国内調
査は、全国の空き家管理条例の策定と実施に
関して資料収集と自治体アンケートを実施

岐阜県可児市の住宅団地における空
研究

地活性化計画の達
成指標の研究を査読論文として都市計画学
会論文集に掲載し、全国大会で発表した。シ
ュリンキングシティの人口構造面での国際
比較を建築学会大会で発表した。ドイツ、イ
ギリス、日本の調査の報告として、雑誌『地
域開発』（日本地域開発センター）に連載発
表した。可児市等の住宅団地の人口減少過程
での生活行動などをまとめた論文を英文単

岐阜
県可児市の住宅団地の空き地空き家実態調

年時点との比較を中心に解析

2013
の一つである空き家問題
に実施した空き家管理条例制定自治体のア
ンケート調査によって、助言・指導件数の多
い先進自治体－杉並区、足立区、所沢市、柏
市、横手市、湯沢市－を訪問し、担当部局に
インタビュー調査した。その結果、空き家問
題として、法的規定、空き家管理の個別的対
応と地区レベルでの利用のありかた、行政と
地区コミュニティ・
関連組織との連携、空き家情報の収集と活用
などの問題が把握できた。また、空き家問題
への対応では、地域特性を考慮する必要も明
らかとなった。大都市
方中小都市といった国土レベル、インナーシ
ティと郊外、農山村といった都市圏的なタイ
プによって、空き家の発生状況と対応方策も
異なる。たとえば、人口減少した地方小都市
では不動産価値が低く自治体の対応も困難
で地区コミュニティの対応が重要となる
とがわかった
ポテンシャルは高いが、低質・過密な住宅・
住環境への対応が課題となる。
の人口減少都市としてデンマークのコペン
ハーゲン市を調査訪問して、都市開発、都市
政策、都市環境などの調査を行った。
初めまでの長期的
レベル都市圏レベルの政策変更、経済状況の
変化、同市の都市政策の転換などによって、
90 年代半ばから人口が回復した。広域都市圏
ではフィンガープランの効果、国境を越えた
都市圏計画のあり方などを調査した。
結果は、
て公表した
2014

調査

空き家管理特化条例の制定自治体数

同条例制定自治体にアンケート調査と、典型
自治体（米子市、名張市）の訪問調査を実施
した。空き家管理に関わる行政の取り組みの
成果と課題を、修士論文としてまとめた。空
き家管理に関しては、利活用のあり方を地域
ガバナンスの視点から調査した。具体的には、
文献調査によって典型自治体を抽出し、米子
市、尾道市を訪問調査した。
おけるコペンハーゲン都市圏の持続可能な
都市計画、都市政策に関する資料収集と解析
を進め、著作としてまとめた。
シティ・集約型都市構造に関する政策や課題

2013 年度には、
の一つである空き家問題

実施した空き家管理条例制定自治体のア
ンケート調査によって、助言・指導件数の多
い先進自治体－杉並区、足立区、所沢市、柏
市、横手市、湯沢市－を訪問し、担当部局に
インタビュー調査した。その結果、空き家問
題として、法的規定、空き家管理の個別的対
応と地区レベルでの利用のありかた、行政と
地区コミュニティ・
関連組織との連携、空き家情報の収集と活用
などの問題が把握できた。また、空き家問題
への対応では、地域特性を考慮する必要も明
らかとなった。大都市
方中小都市といった国土レベル、インナーシ
ティと郊外、農山村といった都市圏的なタイ
プによって、空き家の発生状況と対応方策も
異なる。たとえば、人口減少した地方小都市
では不動産価値が低く自治体の対応も困難
で地区コミュニティの対応が重要となる
とがわかった。大都市では一般に宅地需要の
ポテンシャルは高いが、低質・過密な住宅・
住環境への対応が課題となる。
の人口減少都市としてデンマークのコペン
ハーゲン市を調査訪問して、都市開発、都市
政策、都市環境などの調査を行った。
初めまでの長期的
レベル都市圏レベルの政策変更、経済状況の
変化、同市の都市政策の転換などによって、

年代半ばから人口が回復した。広域都市圏
ではフィンガープランの効果、国境を越えた
都市圏計画のあり方などを調査した。
結果は、学会への投稿、
て公表した。 
2014 年度には、①空き

調査を実施。 

空き家管理特化条例の制定自治体数

同条例制定自治体にアンケート調査と、典型
自治体（米子市、名張市）の訪問調査を実施
した。空き家管理に関わる行政の取り組みの
成果と課題を、修士論文としてまとめた。空
き家管理に関しては、利活用のあり方を地域
ガバナンスの視点から調査した。具体的には、
文献調査によって典型自治体を抽出し、米子
市、尾道市を訪問調査した。
おけるコペンハーゲン都市圏の持続可能な
都市計画、都市政策に関する資料収集と解析
を進め、著作としてまとめた。
シティ・集約型都市構造に関する政策や課題

年度には、①人口減少社
の一つである空き家問題を調査した

実施した空き家管理条例制定自治体のア
ンケート調査によって、助言・指導件数の多
い先進自治体－杉並区、足立区、所沢市、柏
市、横手市、湯沢市－を訪問し、担当部局に
インタビュー調査した。その結果、空き家問
題として、法的規定、空き家管理の個別的対
応と地区レベルでの利用のありかた、行政と
地区コミュニティ・NPO や不動産業界などの
関連組織との連携、空き家情報の収集と活用
などの問題が把握できた。また、空き家問題
への対応では、地域特性を考慮する必要も明
らかとなった。大都市と人口減少している地
方中小都市といった国土レベル、インナーシ
ティと郊外、農山村といった都市圏的なタイ
プによって、空き家の発生状況と対応方策も
異なる。たとえば、人口減少した地方小都市
では不動産価値が低く自治体の対応も困難
で地区コミュニティの対応が重要となる

。大都市では一般に宅地需要の
ポテンシャルは高いが、低質・過密な住宅・
住環境への対応が課題となる。
の人口減少都市としてデンマークのコペン
ハーゲン市を調査訪問して、都市開発、都市
政策、都市環境などの調査を行った。
初めまでの長期的な人口減少に
レベル都市圏レベルの政策変更、経済状況の
変化、同市の都市政策の転換などによって、

年代半ばから人口が回復した。広域都市圏
ではフィンガープランの効果、国境を越えた
都市圏計画のあり方などを調査した。

学会への投稿、雑誌論文
 

年度には、①空き家管理条例に関する
 

空き家管理特化条例の制定自治体数

同条例制定自治体にアンケート調査と、典型
自治体（米子市、名張市）の訪問調査を実施
した。空き家管理に関わる行政の取り組みの
成果と課題を、修士論文としてまとめた。空
き家管理に関しては、利活用のあり方を地域
ガバナンスの視点から調査した。具体的には、
文献調査によって典型自治体を抽出し、米子
市、尾道市を訪問調査した。
おけるコペンハーゲン都市圏の持続可能な
都市計画、都市政策に関する資料収集と解析
を進め、著作としてまとめた。
シティ・集約型都市構造に関する政策や課題

人口減少社会に伴う課題
を調査した。前

実施した空き家管理条例制定自治体のア
ンケート調査によって、助言・指導件数の多
い先進自治体－杉並区、足立区、所沢市、柏
市、横手市、湯沢市－を訪問し、担当部局に
インタビュー調査した。その結果、空き家問
題として、法的規定、空き家管理の個別的対
応と地区レベルでの利用のありかた、行政と

や不動産業界などの
関連組織との連携、空き家情報の収集と活用
などの問題が把握できた。また、空き家問題
への対応では、地域特性を考慮する必要も明

と人口減少している地
方中小都市といった国土レベル、インナーシ
ティと郊外、農山村といった都市圏的なタイ
プによって、空き家の発生状況と対応方策も
異なる。たとえば、人口減少した地方小都市
では不動産価値が低く自治体の対応も困難
で地区コミュニティの対応が重要となる

。大都市では一般に宅地需要の
ポテンシャルは高いが、低質・過密な住宅・
住環境への対応が課題となる。②ヨーロッパ
の人口減少都市としてデンマークのコペン
ハーゲン市を調査訪問して、都市開発、都市
政策、都市環境などの調査を行った。90

な人口減少に対して
レベル都市圏レベルの政策変更、経済状況の
変化、同市の都市政策の転換などによって、

年代半ばから人口が回復した。広域都市圏
ではフィンガープランの効果、国境を越えた
都市圏計画のあり方などを調査した。③

雑誌論文、著書とし

家管理条例に関する

空き家管理特化条例の制定自治体数推移

同条例制定自治体にアンケート調査と、典型
自治体（米子市、名張市）の訪問調査を実施
した。空き家管理に関わる行政の取り組みの
成果と課題を、修士論文としてまとめた。空
き家管理に関しては、利活用のあり方を地域
ガバナンスの視点から調査した。具体的には、
文献調査によって典型自治体を抽出し、米子
市、尾道市を訪問調査した。②デンマークに
おけるコペンハーゲン都市圏の持続可能な
都市計画、都市政策に関する資料収集と解析
を進め、著作としてまとめた。③コンパクト
シティ・集約型都市構造に関する政策や課題

会に伴う課題
前年度

実施した空き家管理条例制定自治体のア
ンケート調査によって、助言・指導件数の多
い先進自治体－杉並区、足立区、所沢市、柏
市、横手市、湯沢市－を訪問し、担当部局に
インタビュー調査した。その結果、空き家問
題として、法的規定、空き家管理の個別的対
応と地区レベルでの利用のありかた、行政と

や不動産業界などの
関連組織との連携、空き家情報の収集と活用
などの問題が把握できた。また、空き家問題
への対応では、地域特性を考慮する必要も明

と人口減少している地
方中小都市といった国土レベル、インナーシ
ティと郊外、農山村といった都市圏的なタイ
プによって、空き家の発生状況と対応方策も
異なる。たとえば、人口減少した地方小都市
では不動産価値が低く自治体の対応も困難
で地区コミュニティの対応が重要となるこ

。大都市では一般に宅地需要の
ポテンシャルは高いが、低質・過密な住宅・

ヨーロッパ
の人口減少都市としてデンマークのコペン
ハーゲン市を調査訪問して、都市開発、都市

90年代
対して国土

レベル都市圏レベルの政策変更、経済状況の
変化、同市の都市政策の転換などによって、

年代半ばから人口が回復した。広域都市圏
ではフィンガープランの効果、国境を越えた

③調査
、著書とし

家管理条例に関する

 

推移 

同条例制定自治体にアンケート調査と、典型
自治体（米子市、名張市）の訪問調査を実施
した。空き家管理に関わる行政の取り組みの
成果と課題を、修士論文としてまとめた。空
き家管理に関しては、利活用のあり方を地域
ガバナンスの視点から調査した。具体的には、
文献調査によって典型自治体を抽出し、米子

デンマークに
おけるコペンハーゲン都市圏の持続可能な
都市計画、都市政策に関する資料収集と解析

コンパクト
シティ・集約型都市構造に関する政策や課題



等に関する考察を進め、論文として
④欧米のシュリンキングシティ研究者との
ワークショップ・横浜に参加し、日本の参加
者と研究会組織を立ち上げ、共同研究を始め
た。 
2015

市を現地調査した。同地域では都市農業運動
推進組織「グローピッツバーグ」と地域経済
振興組織「コミュニティ開発に関するアレゲ
ニー会議」にインタビューした。また、人口
減少が著しいヤングスタウンを現地調査し
た。②
計解析を進めることができた。

アメリカにおけるシュリンキングシティ分
布 
 
③海外調査については、ドイツ

ッヒでの研究集会
関係者インタビュー、空間実態、対応施策な
どを調査した。
査した。
ンケート調査を実施し、居住形態やリフォー
ムなどと定住意識との関連性などを明らか
にした。
査し、効果的な運用のあり方について考察し
た。 

空き家バンクの仕組みと関係組織

⑦2015
部圏における長期的な市町村単位の統計デ
ータ（国勢調査）を用いて、人口減少の特性
を解析することができた。

等に関する考察を進め、論文として
欧米のシュリンキングシティ研究者との

ワークショップ・横浜に参加し、日本の参加
者と研究会組織を立ち上げ、共同研究を始め

 
2015 年度では、

市を現地調査した。同地域では都市農業運動
推進組織「グローピッツバーグ」と地域経済
振興組織「コミュニティ開発に関するアレゲ
ニー会議」にインタビューした。また、人口
減少が著しいヤングスタウンを現地調査し

②アメリカのシュリンキングシティの統
計解析を進めることができた。

アメリカにおけるシュリンキングシティ分

海外調査については、ドイツ
での研究集会

関係者インタビュー、空間実態、対応施策な
どを調査した。④
査した。⑤可児市桜ヶ丘団地において住民ア
ンケート調査を実施し、居住形態やリフォー
ムなどと定住意識との関連性などを明らか
にした。⑥空き家バンク制度の運用状況を調
査し、効果的な運用のあり方について考察し

 

空き家バンクの仕組みと関係組織

2015 年の国勢調査速報値を収集整理し
部圏における長期的な市町村単位の統計デ
ータ（国勢調査）を用いて、人口減少の特性
を解析することができた。

等に関する考察を進め、論文として
欧米のシュリンキングシティ研究者との

ワークショップ・横浜に参加し、日本の参加
者と研究会組織を立ち上げ、共同研究を始め

年度では、①アメリカ
市を現地調査した。同地域では都市農業運動
推進組織「グローピッツバーグ」と地域経済
振興組織「コミュニティ開発に関するアレゲ
ニー会議」にインタビューした。また、人口
減少が著しいヤングスタウンを現地調査し

アメリカのシュリンキングシティの統
計解析を進めることができた。

アメリカにおけるシュリンキングシティ分

海外調査については、ドイツ
での研究集会に参加し、ライプチッヒで

関係者インタビュー、空間実態、対応施策な
④イタリアのトリノを訪問調

可児市桜ヶ丘団地において住民ア
ンケート調査を実施し、居住形態やリフォー
ムなどと定住意識との関連性などを明らか

空き家バンク制度の運用状況を調
査し、効果的な運用のあり方について考察し

空き家バンクの仕組みと関係組織

年の国勢調査速報値を収集整理し
部圏における長期的な市町村単位の統計デ
ータ（国勢調査）を用いて、人口減少の特性
を解析することができた。 

等に関する考察を進め、論文としてまとめた。
欧米のシュリンキングシティ研究者との

ワークショップ・横浜に参加し、日本の参加
者と研究会組織を立ち上げ、共同研究を始め

アメリカ・ピッツバーグ
市を現地調査した。同地域では都市農業運動
推進組織「グローピッツバーグ」と地域経済
振興組織「コミュニティ開発に関するアレゲ
ニー会議」にインタビューした。また、人口
減少が著しいヤングスタウンを現地調査し

アメリカのシュリンキングシティの統
計解析を進めることができた。 

アメリカにおけるシュリンキングシティ分

海外調査については、ドイツ・ライプチ
、ライプチッヒで

関係者インタビュー、空間実態、対応施策な
イタリアのトリノを訪問調

可児市桜ヶ丘団地において住民ア
ンケート調査を実施し、居住形態やリフォー
ムなどと定住意識との関連性などを明らか

空き家バンク制度の運用状況を調
査し、効果的な運用のあり方について考察し
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振興組織「コミュニティ開発に関するアレゲ
ニー会議」にインタビューした。また、人口
減少が著しいヤングスタウンを現地調査し
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まとめ－
論文「シュリンキングシティディスコ
日・米・独比較」の論文作成を進めている。
この中で、日本の人口減少都市・シュリンキ
ングシティを巡り、アメリカ・ドイツとは異
なる特徴が見いだせた。
と都市空間変化との関係－アメリカでは都
市圏中心都市の激しい人口減少で空き家・空
き地が広大
東ドイツ地域を中心に郊外住宅団地や都心
部のアパートなどでの空き家の大量発生、イ
ギリスではインナーシティでの空き家の発
生が特徴であるのに対して、日本では、空き
家が多く発生しているものの、
まま維持され、何らかの形で所有者が管理、
利用している例が多い。②都市政策－アメリ
カでは成功しているところでは当該自治体
での取り組みが
同で進められている。ドイツでは連邦政府レ
ベルでの全国政策が自治体レベルでの都市
縮小政策を支えている。イギリスでは都心部
での都市再
果を上げている。日本では中央集権的な都市
政策が空き家対策、都市計画分野で行われて
おり、地域性に配慮した取り組みの姿勢が自
治体では弱い。ただし、空き家の利活用では
NPO
③人口減少地域－アメリカではスプロール
による中心都市の人口減少
シュリンキングシティは東北部の旧工業都
市群に限られる。ドイツでは旧東ドイツ地域
のほとんどが人口減少している。ただし、ラ
イプチッヒなどでは人口の回復減少が見ら
れる。イギリスでは北部旧工業都市が人口減
少してきた
基調となっている。日本では、
「過疎化」現象に象徴されるように、農山村、

中部 8県市町村の人口変化

まとめ－アメリカ、ドイツの研究者との協同
論文「シュリンキングシティディスコ
日・米・独比較」の論文作成を進めている。
この中で、日本の人口減少都市・シュリンキ
ングシティを巡り、アメリカ・ドイツとは異
なる特徴が見いだせた。
と都市空間変化との関係－アメリカでは都
市圏中心都市の激しい人口減少で空き家・空
き地が広大な地域が見られる。ドイツでは旧
東ドイツ地域を中心に郊外住宅団地や都心
部のアパートなどでの空き家の大量発生、イ
ギリスではインナーシティでの空き家の発
生が特徴であるのに対して、日本では、空き
家が多く発生しているものの、
まま維持され、何らかの形で所有者が管理、
利用している例が多い。②都市政策－アメリ
カでは成功しているところでは当該自治体
での取り組みが
同で進められている。ドイツでは連邦政府レ
ベルでの全国政策が自治体レベルでの都市
縮小政策を支えている。イギリスでは都心部
での都市再生政策が国の支援で目立った成
果を上げている。日本では中央集権的な都市
政策が空き家対策、都市計画分野で行われて
おり、地域性に配慮した取り組みの姿勢が自
治体では弱い。ただし、空き家の利活用では
NPO 等が成果を上げている地域も見られる。
③人口減少地域－アメリカではスプロール
による中心都市の人口減少
シュリンキングシティは東北部の旧工業都
市群に限られる。ドイツでは旧東ドイツ地域
のほとんどが人口減少している。ただし、ラ
イプチッヒなどでは人口の回復減少が見ら
れる。イギリスでは北部旧工業都市が人口減
少してきたが、近年、移民の増加などで回復
基調となっている。日本では、
「過疎化」現象に象徴されるように、農山村、

県市町村の人口変化

アメリカ、ドイツの研究者との協同
論文「シュリンキングシティディスコ
日・米・独比較」の論文作成を進めている。
この中で、日本の人口減少都市・シュリンキ
ングシティを巡り、アメリカ・ドイツとは異
なる特徴が見いだせた。①人口減少プロセス
と都市空間変化との関係－アメリカでは都
市圏中心都市の激しい人口減少で空き家・空

地域が見られる。ドイツでは旧
東ドイツ地域を中心に郊外住宅団地や都心
部のアパートなどでの空き家の大量発生、イ
ギリスではインナーシティでの空き家の発
生が特徴であるのに対して、日本では、空き
家が多く発生しているものの、
まま維持され、何らかの形で所有者が管理、
利用している例が多い。②都市政策－アメリ
カでは成功しているところでは当該自治体
での取り組みがNPOなど民間組織との連携協
同で進められている。ドイツでは連邦政府レ
ベルでの全国政策が自治体レベルでの都市
縮小政策を支えている。イギリスでは都心部

生政策が国の支援で目立った成
果を上げている。日本では中央集権的な都市
政策が空き家対策、都市計画分野で行われて
おり、地域性に配慮した取り組みの姿勢が自
治体では弱い。ただし、空き家の利活用では

等が成果を上げている地域も見られる。
③人口減少地域－アメリカではスプロール
による中心都市の人口減少
シュリンキングシティは東北部の旧工業都
市群に限られる。ドイツでは旧東ドイツ地域
のほとんどが人口減少している。ただし、ラ
イプチッヒなどでは人口の回復減少が見ら
れる。イギリスでは北部旧工業都市が人口減

が、近年、移民の増加などで回復
基調となっている。日本では、
「過疎化」現象に象徴されるように、農山村、
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アメリカ、ドイツの研究者との協同
論文「シュリンキングシティディスコ-
日・米・独比較」の論文作成を進めている。
この中で、日本の人口減少都市・シュリンキ
ングシティを巡り、アメリカ・ドイツとは異

①人口減少プロセス
と都市空間変化との関係－アメリカでは都
市圏中心都市の激しい人口減少で空き家・空

地域が見られる。ドイツでは旧
東ドイツ地域を中心に郊外住宅団地や都心
部のアパートなどでの空き家の大量発生、イ
ギリスではインナーシティでの空き家の発
生が特徴であるのに対して、日本では、空き
家が多く発生しているものの、空き家がその
まま維持され、何らかの形で所有者が管理、
利用している例が多い。②都市政策－アメリ
カでは成功しているところでは当該自治体

など民間組織との連携協
同で進められている。ドイツでは連邦政府レ
ベルでの全国政策が自治体レベルでの都市
縮小政策を支えている。イギリスでは都心部

生政策が国の支援で目立った成
果を上げている。日本では中央集権的な都市
政策が空き家対策、都市計画分野で行われて
おり、地域性に配慮した取り組みの姿勢が自
治体では弱い。ただし、空き家の利活用では

等が成果を上げている地域も見られる。
③人口減少地域－アメリカではスプロール
による中心都市の人口減少以外では明確な
シュリンキングシティは東北部の旧工業都
市群に限られる。ドイツでは旧東ドイツ地域
のほとんどが人口減少している。ただし、ラ
イプチッヒなどでは人口の回復減少が見ら
れる。イギリスでは北部旧工業都市が人口減

が、近年、移民の増加などで回復
基調となっている。日本では、1960 年代から、
「過疎化」現象に象徴されるように、農山村、
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日・米・独比較」の論文作成を進めている。
この中で、日本の人口減少都市・シュリンキ
ングシティを巡り、アメリカ・ドイツとは異

①人口減少プロセス
と都市空間変化との関係－アメリカでは都
市圏中心都市の激しい人口減少で空き家・空

地域が見られる。ドイツでは旧
東ドイツ地域を中心に郊外住宅団地や都心
部のアパートなどでの空き家の大量発生、イ
ギリスではインナーシティでの空き家の発
生が特徴であるのに対して、日本では、空き

空き家がその
まま維持され、何らかの形で所有者が管理、
利用している例が多い。②都市政策－アメリ
カでは成功しているところでは当該自治体

など民間組織との連携協
同で進められている。ドイツでは連邦政府レ
ベルでの全国政策が自治体レベルでの都市
縮小政策を支えている。イギリスでは都心部

生政策が国の支援で目立った成
果を上げている。日本では中央集権的な都市
政策が空き家対策、都市計画分野で行われて
おり、地域性に配慮した取り組みの姿勢が自
治体では弱い。ただし、空き家の利活用では

等が成果を上げている地域も見られる。
③人口減少地域－アメリカではスプロール

明確な
シュリンキングシティは東北部の旧工業都
市群に限られる。ドイツでは旧東ドイツ地域
のほとんどが人口減少している。ただし、ラ
イプチッヒなどでは人口の回復減少が見ら
れる。イギリスでは北部旧工業都市が人口減

が、近年、移民の増加などで回復
年代から、

「過疎化」現象に象徴されるように、農山村、



地方中小都市から人口減少が広がり、次第に
中規模都市でも人口減少が進みつつある。国
土レベル（中央対地方、東京対地方）、広域
レベル（大都市と中小都市）での人口減少が
特徴となっている。一方で、高齢化現象がよ
り、社会にとって大きな課題と認識されてい
るが、人口減少と高齢化が同時に進んでいる
こと、広範な地域で人口減少が進んでいるこ
とが特徴となっている。④望ましい都市像－
日本ではシュリンキングシティ政策はまだ
明確ではなく、政策手段も乏しい。コンパク
トシティ政策がシュリンキングシティに対
する望ましい都市像として位置づけられ、中
央政府もこの方向で政策を主導している。し
かし、地域的な特性への対応、多様な居住地
形成などから、それが望ましいのかどうか、
さらに検証・考察を進める必要がある。 
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